
低迷する中、福岡県中経協、北九州中経協、筑後中経協全会員を対象に経営の実態景況調査

製造業 建設業 各種卸業一般小売業 飲食業運輸交通倉庫業不動産、管理教育学習支援生活関連サービス業その他サービス業

32 39 12 16 2 4 11 3 7 50

１－１．政権交代して

良かった 変わらない不安 不満
22 56 91 8

政権交代および景況感について調査結果

昨年秋のリーマンショック以降、経済状況が一変し、さらに政権交代に伴う反動も加わり株価も

を実施いたしましたので、調査結果をご報告致します。
（調査期間：平成21年11月20日～11月27日）

平成21年12月2日
社団法人福岡県中小企業経営者協会

会長　小早川　明德

回答数：176社

◆調査へ回答のあった企業の業種別分類　  (N=176)

運輸交通倉庫業 2%

飲食業 1%一般小売業 9%

不動産、管理 6%

教育学習支援 2%

生活関連サービス業
4%

その他サービス業
29%

製造業 18%

各種卸業 7%

建設業 22%

変わらない 32%

良かった 12%
不満 5%

不安 51%

　　お問い合わせ：
　　　（社）福岡県中小企業経営者協会
　　　　　企画調査事業担当　染矢・田中
　　　　　　Tel：092-451-8593　Fax：092-451-9379
　　　　　　URL：http://www.chukeikyo.com/



１－２．政権交代に「不安」・「不満」としたその理由は

経済回復の施策が不十分 先行き不明（ビジョンなし） 経済効果を理解してない 公共工事の削減 マニフェストに拘り過ぎ パフォーマンス先行 財政が不安 政権交代の実感ない 個人重視であり企業対策なし

34.2% 14.5% 11.1% 9.4% 6.8% 5.1% 5.1% 4.2% 4.2%

１－３．良かった理由として

・透明性　　　・行政の無駄がなくなる　　・長期政権のウミが出ている
・これからかわっていくだろう

良くなった 回復兆し 悪くなった非常に悪くなった
13 39 97 30

意欲、営業の成果地域特需、需要の新商品の取扱い
42.4% 42.4% 15.2%

２．今年1月の調査時点と比較した現況は

３．良くなった要因は

悪くなった 54%

非常に悪くなった 17%
良くなった 7%

回復兆し 22%

マーケットの変化（地域
特需、需要の増加、燃料
価格の低下等） 42.4%

新商品の取扱い 15.2%

経営努力による（スタッフ
の意欲、営業の成果、コ
ストダウン、新規開拓）

42.4%

政権交代の実感な
い 4% 個人重視であり企

業対策なし 4%

財政が不安 5%

パフォーマンス先行
5%

マニフェストに拘り
過ぎ 7%

公共工事の削減
10%

経済効果を理解し
てない 12%

先行き不明（ビジョ
ンなし） 16%

経済回復の施策が
不十分 37%



～１０％ ～２０％ ～３０％ ～４０％ ～５０％
39 26 14 5 9

客単価の低下、受注の減少競争の激化地域環境の変化
46.3% 20.5% 19.3% 5.5%

受注減少 売行不振低価格輸入品競争激化購買意欲減退仕入単価上昇客数減少経費増加販売単価低下売れ筋商品無
103 35 6 84 52 15 55 21 67 8

４－１．売上減少の幅

４－２．売り上げ減少の主な要因は　（複数回答可）

５．現在直面している経営上の最重要課題

～２０％ 28%

～３０％ 15%

～４０％ 5%

～５０％ 10%

～１０％ 42%

受注の減少 22%

競争の激化 21%

地域環境の変化 6%

客数の減少、客単
価の低下、購買意
欲の減退 51%

店舗老朽化 1%
資金不足 8%

売れ筋商品無し 2%

販売単価低下 14%

経費増加 4%

仕入単価上昇 3%

客数減少 11%

購買意欲減退 11%

競争激化 17%

低価格輸入品 1%

売行不振 7%

受注減少 21%



景気対策（デフレ対策など） 中小企業支援策 雇用対策 公共工事見直し（増加） 内需拡大 公共投資 税制改革（消費税増税、法人税減税等） 地方への権限委譲 高速道路無料化反対

37.9 13.3 10.1 9.6 8 5.9 4.2 3.2 1.6

中小企業支援 景気対策 国・自治体のムダ排除 税制改革 福祉の充実 雇用対策 産業改革
36.7 20.5 13.6 7.6 6.8 4.2 3.4

現政権との国・県への会合を減中小企業対策ビジネスマッチング情報の収集その他
24.1% 20.4% 18.5% 11.1% 9.3% 9.3% 7.4%

７．国や自治体または金融機関への要望

８．中経協への要望

６．鳩山政権が優先的に取り組むべき課題

地方への権限委譲
3%

税制改革（消費税増
税、法人税減税等）

4%

高速道路無料化反
対 2%

公共投資 6%

内需拡大 9%

公共工事見直し（増
加） 10%

雇用対策 11%
中小企業支援策

14%

景気対策（デフレ対
策など） 41%

産業改革 4%

雇用対策 5%

福祉の充実 7%

税制改革 8%

国・自治体のムダ排除
15%

景気対策 22%

中小企業支援 39%

その他
7%

情報の収集と発信
9%

ビジネスマッチング
9%

中小企業対策
11%

会合を減らし、会を充
実させ、多勢が集ま
る、楽しい会に

18%

国・県への働きかけ。
各金融機関への要請

を強く
21%

現政権とのホットライ
ン
25%


